
（社説）憲法７０年 国民分断する首相方針 
朝日新聞 2017 年 5 月 16 日 

 衆参両院で３分の２を超える自民、公明、維新など「改憲勢力」の数の力で、安倍首相

が提案した憲法９条改正を発議させる――。そうした構図が見えてきた。 

 

 首相は先週末、自民党憲法改正推進本部の保岡興治本部長に対し、衆参の憲法審査会に

提案する案のとりまとめを急ぐよう指示した。それに先立つ同本部の幹部会では首相補佐

官が、自公維による国会発議が首相官邸の意向だと発言したという。 

 

 一連の首相の指示は二つの意味で筋が通らない。 

 

 ひとつは、憲法改正を発議する権限は国会にあるということだ。行政府の長である首相

が自らの案を期限を切って示し、強引に動かそうとするなら、「１強」の暴走と言うしかな

い。 

 

 二つ目は、衆参の憲法審査会で現場の議員たちが培ってきた議論の基盤を崩すことだ。 

 

 憲法改正原案を審査する役割を持つ憲法審は、２０００年に設置された旧憲法調査会以

来、小政党にも平等に発言機会を認めるなど、与野党協調を重んじる運営を続けてきた。 

 

 憲法は国の最高法規だ。通常の法案や予算案以上に、その扱いには幅広い政党間の合意

形成が求められる。 

 

 だからこそ憲法審の議員たちは、与野党を超えた合意づくりを心がけてきた。その関係

を、首相が壊したのは今回が初めてではない。 

 

 第１次政権だった０７年の年頭会見で「憲法改正を私の内閣でめざしたい。参院選でも

訴えたい」と表明。与野党の協調ムードを踏みにじった。 

 

 それでも首相の前のめり姿勢は変わらない。１２年末には改憲の国会発議のハードルを

衆参の３分の２以上の賛成から過半数に下げる９６条の先行改正を持ち出し、野党や世論

の反発を受けて封印した。 

 

 改憲にこだわる首相の姿勢と国民の思いには落差がある。 

 

 本紙の世論調査では、今回の首相の改憲提案を４７％が「評価しない」とし、「評価する」

の３５％を上回った。首相の言う９条改正についても「必要ない」が４４％で、「必要だ」

は４１％だった。民意は二分されている。 

 

 首相に一番力を入れてほしい政策を聞くと、社会保障２９％、景気・雇用２２％と続き、

憲法改正は５％に過ぎなかった。 

 

 憲法改正は、多くの国民が必要だと考えた時に初めて実現すべきものだ。 

 

 首相の意向だからと、世論を二分する改正を数の力で押し通せば、国民の間に深い分断

をもたらす恐れがある。 



 

 

（社説）憲法７０年 首相は身勝手が過ぎる 
朝日新聞 2017 年 5 月 11 日 

 きょう予定されていた衆院憲法審査会の開催が見送られる。安倍首相の憲法改正をめぐ

る発言に野党が反発した。改憲を悲願とする首相のふるまいが、国会での議論を停滞させ

ている。皮肉な話である。 

 

 首相は先週、９条に自衛隊の存在を明記し、２０２０年に改正憲法の施行をめざす考え

を、読売新聞のインタビューと憲法記念日の改憲派集会に寄せたビデオメッセージで示し

た。 

 

 だが、そもそも憲法のどの条項をどう変えるかを国民に発議する権限を持つのは国会だ。 

 

 行政府の長である首相が、その頭越しに具体的な改憲項目や目標年限を示せば、与野党

を超えた幅広い合意をめざしてきた憲法審が混乱するのは当然である。 

 

 それでも首相が改憲という重大な発信をした以上、国会の場でその狙いや中身をただす

のは野党の当たり前の仕事だ。これに誠実にこたえ、真意を説明する責任が首相にはある。 

 

 だが国会での説明責任を、首相はあまりにも軽く見ている。 

 

 衆院予算委員会で発言の意図を問われた首相は、国会審議には首相として出席しており、

インタビューなどは自民党総裁として語ったことだと答弁。「自民党総裁の考え方は読売新

聞に書いてある。ぜひ熟読していただいてもいい」と述べた。 

 

 首相と自民党総裁の肩書の、なんとも都合よい使い分けである。国会議員の背後に多く

の国民の存在があることを忘れた、おごった発言だ。 

 

 野党の質問の多くにまともに答えない一方で、首相は「民進党も具体的な提案を出して

いただきたい」と挑発した。 

 

 これも、手前勝手な「自己都合」の押しつけである。 

 

 報道各社の世論調査を見ても国民の大半が改憲を望む状況にはない。なのになぜ、野党

が改憲案を示す必要があるのか。 

 

 首相は国会で「（改憲発議に必要な衆参の）３分の２を形成し、かつ国民投票で過半数を

得ることができる案はなにかを考えるのが、政治家の責任ある行動だ」と述べた。 

 

 首相が、日本維新の会が掲げる教育無償化を改憲項目にあげたのはそのためだろう。３

分の２を確保するために「教育」を道具に使う。そんな政局的思惑が見える。 

 

 自らの自民党総裁３選を視野に、東京五輪が開かれる２０２０年に、首相として改正憲

法を施行したい――。首相は結局、自己都合を自公維の数の力で押し通すつもりなのか。 

 



 １強の慢心というほかない。 

 

（社説）憲法７０年 ９条改憲論の危うさ 
 

朝日新聞 2017 年 5 月 9 日 

 安倍首相が「２０２０年を新しい憲法が施行される年にしたい」と述べ、９条に自衛隊

の存在を明記した条文を追加するなどの改憲構想を示した。 

 

 国民の間で定着し、幅広い支持を得ている自衛隊の明文化なら理解が得やすい。首相は

そう考えているのかもしれない。 

 

 だが首相のこの考えは、平和国家としての日本の形を変えかねない。容認できない。 

 

 自衛隊は歴代内閣の憲法解釈で一貫して合憲とされてきた。 

 

 ９条は１項で戦争放棄をうたい、２項で戦力不保持を定めている。あらゆる武力行使を

禁じる文言に見えるが、外部の武力攻撃から国民の生命や自由を守ることは政府の最優先

の責務である。そのための必要最小限度の武力行使と実力組織の保有は、９条の例外とし

て許容される――。そう解されてきた。 

 

 想定されているのは日本への武力攻撃であり、それに対する個別的自衛権の行使である。

ところが安倍政権は１４年、安全保障関連法の制定に向けて、この解釈を閣議決定で変更

し、日本の存立が脅かされるなどの場合に、他国への武力攻撃でも許容されるとして集団

的自衛権の行使容認に踏み込んだ。 

 

 改めるべきは９条ではない。安倍政権による、この一方的な解釈変更の方である。 

 

 安倍政権のもとで、自衛隊の任務は「変質」させられた。その自衛隊を９条に明記する

ことでこれを追認し、正当化する狙いがあるのではないか。 

 

 自民党は１２年にまとめた改憲草案で２項を削除し、集団的自衛権も含む「自衛権」の

明記などを提言した。その底流には、自衛隊を他国並みの軍隊にしたいという意図がある。

首相はきのうの国会審議でも、草案を撤回する考えはないとした。 

 

 草案に比べれば、首相がいう「１項、２項を残しつつ、自衛隊を明文で書き込む」とい

う案は一見、穏当にもみえる。 

 

 だが１項、２項のもつ意味と、集団的自衛権の行使に踏み込む自衛隊とは整合しない。

日本の平和主義の基盤を揺るがしかねず、新たな人権を加えるような「加憲」とは質が違

う。 

 

 そもそも憲法改正の発議に向けた議論を担うのは、衆参の憲法審査会だ。その頭越しに

行政府の長が改憲項目を指定するのは、与野党協調を重視してきた憲法審の議論を混乱さ

せる。 

 

 東京五輪の開かれる２０年と改憲の期限を首相が関連づけたのも、おかしな話だ。自民



党総裁３選を視野に、自らの首相在任中に改憲を実現したいと言っているようにしか聞こ

えない。 

 

（社説）憲法７０年 ９条の理想を使いこなす 
朝日新聞 2017 年 5 月 4 日 

 戦後７０年余、平和国家として歩んできた日本が、大きな岐路に立たされている。 

 

 台頭する隣国・中国と、内向きになる同盟国・米国。北朝鮮の核・ミサイルによる軍事

的挑発はやまない。 

 

 日本は自らをどう守り、アジア太平洋地域の平和と安定のために役割を果たしていくか。 

 

 答えに迷うことはない。 

 

 憲法９条を堅持し、先の大戦の反省を踏まえた戦後の平和国家の歩みを不変の土台とし

て、国際協調の担い手として生きていくべきだ。 

 

 ■平和主義を次世代へ 
 

 安倍首相はきのう、憲法改正を求める集会にビデオメッセージを寄せ、「２０２０年を新

しい憲法が施行される年にしたい」と語った。 

 

 首相は改正項目として９条を挙げ、「１項、２項を残しつつ、自衛隊を明文で書き込むと

いう考え方は国民的な議論に値する」と語った。 

 

 自衛隊は国民の間で定着し、幅広い支持を得ている。政府解釈で一貫して認められてき

た存在を条文に書き込むだけなら、改憲に政治的エネルギーを費やすことにどれほどの意

味があるのか。 

 

 安倍政権は安全保障関連法のために、憲法解釈を一方的に変え、歴代内閣が違憲として

きた集団的自衛権の行使容認に踏み込んだ。自衛隊を明記することで条文上も行使容認を

追認する意図があるのではないか。 

 

 ９条を改める必要はない。 

 

 戦後日本の平和主義を支えてきた９条を、変えることなく次の世代に伝える意義の方が

はるかに大きい。 

 

 ■専守防衛の堅持を 
 

 日本防衛のため一定の抑止力は必要だが、それだけで平和と安定が築けるわけではない。 

 

 米国が北朝鮮に軍事攻撃を仕掛ければ、反撃を受けるのは日本や韓国であり、ともに壊

滅的な被害を受ける可能性がある。日米韓に中国、ロシアを巻き込んだ多国間の対話と、

粘り強い外交交渉によって軟着陸をはかるしかない。 

 



 そこで地域の協調に力を尽くすことが日本の役割だ。そのためにも、専守防衛を揺るが

してはならない。 

 

 自衛隊はあくまで防衛に徹する「盾」となり、強力な打撃力を持つ米軍が「矛」の役割

を果たす。この役割分担こそ、９条を生かす政治の知恵だ。 

 

 時に単独行動に走ろうとする米国と適切な距離を保ち、協調を促すため、日本が９条を

持つ意義は大きい。 

 

 中国や韓国との関係を考えるときにも、他国を攻撃することはないという日本の意思が

基礎になる。侵略と植民地支配の過去をもつ日本は、その歴史から逃れられない。 

 

 一方で、今年は国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法制定から２５年の節目でもある。 

 

 ＰＫＯを含め海外に派遣された自衛隊は、一発の銃弾も撃っていない。一人も殺さず、

一人も殺されていない。 

 

 ９条が自衛隊の海外での武力行使に歯止めをかけてきたことの効用だ。その結果、中東

などで培われた日本の平和ブランドを大事にしたい。 

 

 紛争の起きた国の再建を手伝う「平和構築」は憲法前文の精神に沿う。日本も「地球貢

献国家」として、自衛隊が参加できるＰＫＯ任務の幅を広げたい。朝日新聞は憲法施行６

０年の社説で、そう主張した。 

 

 同時に、忘れてならない原則がある。自衛隊の活動は、あくまで９条の枠内で行われる

ことだ。それを担保するＰＫＯ参加５原則を緩めてまで、自衛隊派遣を優先してはならな

い。 

 

 ■日本の「骨格」を保つ 
 

 ＰＫＯは近年、住民保護のために積極的に武力を使う方向に「変質」している。そこに

自衛隊を送れば実質的に紛争に関与する恐れが強まる。 

 

 ＰＫＯ以外にも視野を広げれば、災害支援や難民対策、感染症対策など日本にふさわし

い非軍事の貢献策は多い。こうした人間の安全保障の観点から、日本ができる支援を着実

に実行することが、長い目でみれば日本への信頼を育てる。 

 

 安全保障の文脈にとどまらない。戦前の軍国主義の体制ときっぱり決別し、個人の自由

と人権が尊重される社会を支えてきたのも、９条だった。 

 

 これを改めれば、歴史的にも社会的にも、戦後日本はその「骨格」を失う。戦前の歴史

への反省を否定する負のメッセージと国際社会から受け取られかねない。その損失はあま

りにも大きい。 

 

 軍事に偏らず、米国一辺倒に陥らず、主体的にアジア外交を展開する。国際協調の担い

手として、常に冷静な判断を世界に示す。そんなバランスのとれた日本の未来図を描きた

い。 



 

 ９条は日本の資産である。 

 

 そこに込められた理想を、現実のなかで十分に使いこなす道こそ、日本の平和と社会の

安定を確かなものにする。 

 

（社説）憲法７０年 先人刻んだ立憲を次代へ 
朝日新聞 2017 年 5 月 3 日 

 時代劇で江戸の長屋に住む八っつぁん熊さんが万歳三唱をしたら、脚本家は落第である。 

 

 あれは日本古来の振る舞いではないと、ＮＨＫ大河ドラマなどの時代考証を手がける大

森洋平さんが著書で書いている。１８８９年、明治憲法の発布を祝うために大学教授らが

作り出した。ちゃぶ台も洗濯板も、明治になって登場した。 

 

 動作や品物だけではない。 

 

 西欧の思想や文化に出会った当時の知識人は、その内容を人々に伝えようと苦心し、新

しく単語をつくったり、旧来の言葉に意味を加えたりした。いまでは、それらなくして世

の中は成り立たないと言ってもいい。 

 

 ■消えた「個人」 
 

 個人、もその賜物（たまもの）の一つだ。 

 

 「すべて国民は、個人として尊重される」。日本国憲法第１３条は、そう定めている。 

 

 根底に流れるのは、憲法は一人ひとりの人権を守るために国家権力を縛るものである、

という近代立憲主義の考えだ。 

 

 英文では〈ａｓ ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌｓ（個人として）〉となっている。翻訳家の柴田

元幸さんはここに、固有の権利を持つ人間というニュアンスを感じたという。もし〈ａｓ 

ｈｕｍａｎｓ（人間として）〉だったら「単に動物ではないと言っているだけに聞こえます」。 

 

 ひとり、一身ノ身持、独一個人（どくいつこじん）と〈ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌ〉の訳語

に試行錯誤した福沢諭吉らがこの話を聞いたら、ひざを打ったに違いない。『文明論之概略』

で福沢は、日本の歴史には「独一個人の気象」がないと嘆いた。 

 

 個人の尊厳をふまえ、幸福を追い求める権利をうたいあげた１３条の文言には、洋の東

西を超えた先人たちの思いと労苦が息づいている。 

 

 ところが自民党は、５年前に公表した憲法改正草案で「個人」を「人」にしてしまった。 

 

 安倍首相は昨年、言い換えに「さしたる意味はない」と国会で答弁した。しかし草案作

りに携わった礒崎陽輔参院議員は、自身のホームページで、１３条は「個人主義を助長し

てきた嫌いがある」と書いている。 

 



 ■和の精神と同調圧力 
 

 「個人という異様な思想」「個人という思想が家族観を破壊した」。首相を強く支持する

一部の保守層から聞こえてくるのは、こんな声だ。 

 

 一方で、草案の前文には「和を尊び」という一節が加えられた。「和の精神は、聖徳太子

以来の我が国の徳性である」と草案のＱ＆Ａは説明する。 

 

 角突き合わさず、みんな仲良く。うまくことを進めるうえで「和」はたしかに役に立つ。 

 

 しかし、何が歴史や文化、伝統に根ざした「我が国」らしさなのかは、万歳三唱やちゃ

ぶ台の例を持ち出すまでもなく、それぞれの人の立場や時間の幅の取り方で変わる。 

 

 国内に争乱の記録はいくらもあるし、かつて琉球王国として別の歴史を歩んだ沖縄は、

ここで一顧だにされていない。 

 

 一見もっともな価値を掲げ、それを都合よく解釈し、社会の多様な姿や動きを封じてし

まう危うさは、道徳の教科書でパン屋が和菓子屋に変わった一件を思いおこせば十分だ。

検定意見の根拠は「我が国や郷土の文化と生活に親しみ、愛着をもつ」と定めた学習指導

要領だった。 

 

 ただでさえ同調圧力の強いこの社会で、和の精神は、するりと「強制と排除の論理」に

入れ替わりうる。 

 

 ■近代的憲法観の転覆 
 

 「個人」を削り、「和」の尊重を書きこむ。そこに表れているのは、改憲草案に流れる憲

法観――憲法は歴史や伝統などの国柄を織り込むべきもので、国家権力を縛るものという

考えはもう古い――である。 

 

 だから、人は生まれながらにして権利を持つという天賦人権説を西欧由来のものとして

排除し、憲法を、国家と国民がともに守るべき共通ルールという位置づけに変えようとす

る。 

 

 これは憲法観の転覆にほかならない。経験知を尊重する保守の立場とは相いれない、急

進・破壊の考えと言っていい。 

 

 明治憲法を起草した伊藤博文は、憲法を創設する精神について、第一に「君権（天皇の

権限）を制限」し、第二に「臣民の権利を保護する」ことにあると力説した。むろん、そ

の権利は一定の範囲内でしか認められないなどの限界はあった。 

 

 だが、時代の制約の中に身を置きながら、立憲の何たるかを考えた伊藤の目に、今の政

権担当者の憲法観はどう映るか。 

 

 明治になって生まれたり意味が定着したりした言葉は、「個人」だけではない。「権利」

も「自由」もそうだった。 

 



 ７０年前の日本国憲法の施行で改めて命が吹き込まれたこれらの概念と、立憲主義の思

想をより豊かなものにして、次の世代に受け渡す。いまを生きる私たちが背負う重大な使

命である。 

 

【社説】 

日本の平和主義 憲法主権者ここにあり 
東京新聞 2017 年 5 月 19 日 

 憲法を改正するに当たっては、主権者たる私たち自身が、将来に負うべき責任の重さを

しっかりと自覚しておくことが、まず肝要ではなかろうか。 

 

 とりわけ九条には、この条文をよすがに戦後日本の平和主義が七十年も、脈々と守り継

がれてきた重さがある。それを改めるということは、例えば九条の空文化で、まだ見ぬ将

来世代の人々を、戦地へ送ることになるかもしれない。そういう先も見据えての、歴史的

な選択の重さである。 

 

 これほどの重大事だからこそ、改憲の選択を国民に求める手続きも、よほど厳重でなけ

ればなるまい。そもそも改憲は、憲法の主権者の責任において国民が主体的に判断するこ

とだ。手続きの基点には何世代にもわたる議論の末に、国民の過半が改憲を望むような世

論の醸成がなければならない。 

 

 この本筋に立てば、安倍晋三首相が唱えた九条改憲の道筋がいかに無理筋か、見えてく

る。 

 

 二つの側面から指摘したい。 

 

 一つは、立憲主義の本旨に照らして、だ。憲法に縛られる側の権力者が、恐らく縛りを

緩める方向で改憲の議論を率いる。しかも自らの政権運営に都合よく議論の期限を切ると

いうのでは、国民主権の本筋に真っ向から逆行する。 

 

 もう一つは、国民投票への国会発議に関して、憲法上「全国民を代表する」国会議員の

本分を、はき違えていることだ。 

 

 首相には、改憲派議員が発議要件の「三分の二」を超す今のうちに、発議を急がせたい

との思惑があるのだろう。だが国会は無論、一権力者の意向を代表するだけの多数決機関

ではない。国民の代表者である議員は、まず改憲を望む世論の広がりを受けてこそ、その

民意を代表して発議にも動く。それが本来の手順ではないか。 

 

 今ある「三分の二」超も、改憲をあえて“争点隠し”にした選挙の結果であって、改憲

を望む民意の反映とは到底言い難い。その国会が発議を先行させ、短時間の議論で国民に

重い選択を迫ることになれば、国民は責任ある判断を尽くせず、歴史に取り返しの付かな

い禍根を残す危険性も高まる。ここが問題なのである。 

 

 国会発議に向けては、首相の期限切りにも「縛られることなく」幅広い合意を目指して

いる憲法審査会の議論を、粛々と積み上げるべきだ。開かれた議論がいつか、私たちの責

任ある改憲判断の素地にもなればと期待したい。 



 

 【社説】 

日本の平和主義 見直すべきは安保法だ 
東京新聞 2017 年 5 月 18 日 

 現行憲法に自衛隊を規定した項目はない。それでも東日本大震災があった翌二〇一二年

の内閣府の世論調査で自衛隊に「良い印象を持っている」と答えた国民は初めて九割を超

えた。 

 

 次に行われた一五年の調査でも九割を超え、各地の災害救援で献身的に働く隊員の姿が

自衛隊の評価を押し上げている。 

 

 本来任務の国防をみると、「必要最小限の実力組織」（政府見解）とされながらも、毎年

五兆円前後の防衛費が計上され、世界有数の軍事力を保有する。 

 

 自衛隊は安全・安心を担う組織として広く国民の間に定着している。変化を求めている

のは安倍晋三首相ではないのか。 

 

 憲法解釈を一方的に変更して安全保障関連法を制定し、他国を武力で守る集団的自衛権

行使を解禁したり、武力行使の一体化につながる他国軍への後方支援を拡大したり、と専

守防衛の国是を踏み越えようとするからである。 

 

 安倍政権は、自衛隊に安保法にもとづく初の米艦防護を命じた。北朝鮮からの攻撃を警

戒する目的にもかかわらず、北朝鮮の軍事力が及びにくい太平洋側に限定したことで安保

法の既成事実化が狙いだったとわかる。 

 

 米艦を守るために他国軍と交戦すれば、外形的には集団的自衛権行使と変わりはない。

安保法で改定された自衛隊法は、武器使用を決断するのは自衛官と規定する。 

 

 集団的自衛権行使を命じることができるのは大統領と国防長官の二人だけとさだめてい

る米国と比べ、あまりにも軽く、政治家が軍事を統制するシビリアンコントロールの観点

からも問題が多い。 

 

 米艦を防護しても国会報告は必要とされておらず、速やかに公表するのは「特異な事態

が発生した場合」だけである。今回、報道機関の取材で防護が明らかになった後も政府は

非公表の姿勢を貫いた。 

 

 国会が関与できず、情報公開もない。政府が恣意（しい）的な判断をしても歯止めは利

かないことになる。 

 

 安保法により、自衛隊は軍隊の活動に踏み込みつつある。憲法九条に自衛隊の存在を明

記するべきだと発言した安倍首相の真意は名実ともに軍隊として活用することにあるので

はないのか。 

 

 現在の自衛隊が国民から高く評価されている事実を軽視するべきではない。必要なのは

憲法を変えることではなく、安保法を見直し、自衛隊を民主的に統制していくことである。 



 

【社説】 

日本の平和主義 「改憲ありき」が透ける 
 東京新聞 2017 年 5 月 17 日 

 戦争放棄と戦力不保持を定めた憲法九条改正は、自民党結党以来の「悲願」ではある。

しかし、安倍晋三首相の九条改正論は、内容にかかわらず、憲法の改正自体を目的とする

姿勢が透けて見える。 

 

 まずは、自民党の政権復帰直後のことを振り返りたい。安倍首相は二〇一三年一月、本

紙のインタビューに「憲法改正は衆参両院ともに三分の二の賛成があって初めて発議でき

る。極めて高いハードルだ。現実的アプローチとして、私は九六条の改正条項を改正した

い」と答えている。 

 

 憲法改正がしやすいよう、発議要件を「二分の一」以上に緩和した上で、具体的な改正

に取り組む段階論である。しかし、「姑息（こそく）な手段」などと猛反発に遭い、首相も

その後、言及しなくなった。 

 

 首相が次に持ち出したのは、大地震など自然災害や、武力攻撃を受けた場合に政治空白

を避けるための「緊急事態条項」追加だ。 

 

 衆参両院の憲法審査会では、その是非についても各党が見解を表明したり、参考人から

意見を聞くなど、議論を続けている。 

 

 しかし、自民党の改憲草案が緊急事態の際、内閣が法律と同じ効力の政令を制定できる

ことや、一時的な私権制限を認める内容を盛り込んでいることもあり、議論が前進してい

ないのが現状だ。 

 

 そこで、首相がこの五月に持ち出したのが九条一、二項を残しつつ、三項を設けて自衛

隊の存在を明記する新たな改憲論である。 

 

 国防軍の創設を盛り込んだ党の改憲草案よりも穏健に見えるが、歴代内閣は自衛隊を合

憲と位置付け、国民の多くも自衛隊の存在を認めている。わざわざ憲法に書き込む必然性

は乏しい。 

 

 一連の経緯を振り返ると、首相の改憲論からは、改正を必要とする切迫性が感じられな

い。あるのは、首相在任中に憲法改正を成し遂げたいという「改憲ありき」の姿勢だ。東

京五輪の二〇年を改正憲法施行の年と期限を区切ったのも、自らの在任期間を念頭に置い

たものだろう。 

 

 そもそも憲法の改正は、多くの国民から求める声が湧き上がったときに初めて実現すべ

きものだ。 

 

 憲法に縛られる立場にある行政府の長が、この部分を変えてほしいと指定するのは、立

憲主義はもちろん、憲法の尊重・擁護義務に反し、幅広い合意を目指す憲法審査会の努力

をも踏みにじるものである。党総裁との使い分けも、正当な主張とはおよそ言えない。 



 

【社説】 

日本の平和主義 不戦が死文化しないか 
東京新聞 2017 年 5 月 16 日 

 自衛のための戦争なら何でも許される－、そう考えるのは誤りである。振り返れば、日

本に限らず「自衛」の名を借りて、侵略戦争を引き起こしてきたからだ。 

 

 一九四六年六月。新憲法制定の帝国議会における吉田茂首相の答弁を振り返ってみよう。

＜近年の戦争は多く自衛権の名において戦われたのであります。満州事変しかり、大東亜

（太平洋）戦争しかりであります。今日わが国に対する疑惑は、日本は好戦国である。い

つ再軍備をなして復讐（ふくしゅう）戦をして世界の平和を脅かさないともわからないと

いうことが、日本に対する大なる疑惑であり、また誤解であります＞ 

 

 だから、九条を定め、この誤解を正さねばならないという吉田の主張である。導き出さ

れるのは、九条は自衛戦争も含めた一切の戦争と戦力を放棄したという、憲法の読み方で

ある。 

 

 もっとも主権国家である以上、自衛権をも否定するものではないと解されてきた。そし

て、政府は自衛のため必要最小限度の実力を保持することは憲法上認められるとしてきた。

その実力組織こそが自衛隊だった。 

 

 学問の上では違憲・合憲のやりとりは今も続くが、国民の生命や自由を守るための実力

組織としての存在は、国民から支持を得ているのは間違いない。 

 

 ところが、安倍晋三政権下で他国を守る集団的自衛権の行使の問題が起きた。歴代の内

閣法制局長官が「憲法改正をしないと無理だ」と述べたのに、一内閣の閣議決定だけで押

し通した。「憲法の破壊だ」と声が上がったほどだ。安全保障法制とともに「違憲」の疑い

が持たれている。 

 

 今までの個別的自衛権は自国を守るためであったし、自衛隊は「専守防衛」が任務であ

った。それなのに任務が“突然変異”してしまった。他国や同盟国の艦隊などを守る任務

は明らかに九条の枠内から逸脱している。歴代の法制局長官もそう指摘してきた。 

 

 安倍首相は九条一項、二項はそのまま残し、三項以降に自衛隊を書き込む改憲案を提唱

している。もともと不意の侵入者に対する自衛権だったのではなかったか。もし米軍とと

もに他国まで出掛けていく自衛隊に変質していくのなら、九条の精神は死文化すると言わ

ざるを得ない。 

 

 平和憲法を粗末にすれば、「自衛」の名を借りた、自衛戦争をまた引き起こす恐れが出て

くる。 

 

日本の平和主義 ９条の精神を壊すな 
東京新聞 2017 年 5 月 15 日 

 憲法記念日に、安倍首相が自民党総裁としてとことわりつつも、九条改正を唱えたのを



聞き、皆さんはどう思われただろう。 

 

 自衛隊の存在を書き込むだけなら認めていいと思われたか、それとも不安を覚えられた

か。 

 

 私たち論説室は今年の元日前後に「日本の平和主義」と題した連載型の社説を掲げた。

安保法が成立し次にはどんな形であれ、改憲の動きが出てくる。そうなれば焦点は九条、

日本の平和主義が危うくなると考えたからだ。 

 

 連載の初回（十二月三十日）は、ずばり「憲法改正が来年の大テーマとなるでしょう」

と書き出して、憲法の理想と現実の間には隔たりがあるが、現実を理想へと近づけること

こそが正義の姿であると述べた。だから九条の平和主義を高く掲げよ、と。 

 

 私たちのその姿勢は今ももちろん変わらない。 

 

 連載は被爆国日本の役割、不戦の国の誇り、自衛隊らしい「人助け」、「非戦」は国家戦

略であると続けた。 

 

 訴えたかったのは、戦後七十年余の長きにわたり戦争をせず今日に至ることのできたの

は、それが国民多数の願いであり、願いの象徴的文言が九条であるということだ。政治に

知恵を絞らせもした。 

 

 自衛隊はたしかに憲法の字句外にある。 

 

 戦力不保持をいう憲法下で発足し、国連ＰＫО（平和維持活動）の名の下に今は外国へ

も行く。 

 

 しかしそれでも九条を侵しはしない。 

 

 守るべきは専守防衛。他国の侵害はしない。 

 

 首相は九条の一、二項、すなわち戦争放棄と戦力不保持を維持したうえで、自衛隊を認

める明文を加えたいという。巧みな言い方である。 

 

 しかし、そもそも歴代の政府も多くの国民もその存在を認めてきた自衛隊を、急いで書

き込む理由は何なのか。 

 

 しかも今の自衛隊は安保法により違憲濃厚な集団的自衛権を付与されている。展開次第

では九条が歪（ゆが）められ、日本の平和主義は変質してしまうかもしれない。 

 

 父や母、祖父や祖母、戦争体験者たちが命がけで守ってきた戦後日本の思いが霧消して

しまう。 

 

 キナ臭い現実をまだ見えぬ理想に近づけよう。現実の追認は未来への否認である。人類

の正義は理想へ向かう行動にある。九条の精神を壊してはなるまい。 

 



【社説】 

首相の改憲発言 ９条空文化は許されぬ 
東京新聞 2017 年 5 月 9 日 

 真の狙いはどこにあるのか。安倍晋三首相が憲法九条を改正し、自衛隊の存在を認める

条文を加えることに意欲を示したが、戦争放棄と戦力不保持の理念を空文化する改正なら、

許してはならない。 

 

 首相は日本国憲法施行七十年の節目に当たる三日、東京都内で開かれた憲法改正を訴え

る集会にビデオメッセージを寄せ、「二〇二〇年を、新しい憲法が施行される年にしたい」

と表明した。 

 

 改正項目に挙げたのは現行九条の一、二項を残しつつ、三項を設けて自衛隊の存在を明

記すること、高等教育を含む教育無償化を規定することの二点である。 

 

 九条に三項を加えるなどの「加憲」案は公明党がかつて理解を示していた主張。教育無

償化は日本維新の会の改憲案に盛り込まれており、改憲実現に向けて両党の協力を得る狙

いがあるのだろう。 

 

 とはいえ、この内容からは憲法を改正しなければ対応できない切迫性は感じられない。 

 

 政府は自衛隊について、憲法が保持を禁じる戦力には当たらず、合憲との立場を貫いて

きた。 

 

 首相は改正を要する理由に憲法学者らによる違憲論を挙げたが、ならば首相もそうした

学者らと同様、自衛隊違憲の立場なのか。 

 

 自衛隊の存在はすでに、広く国民に認められている。必要がないのに改正に前のめりに

なるのは、別の狙いがあるからだろうか。 

 

 自衛隊の存在を明記するだけと言いながら、集団的自衛権の限定なしの行使を認めたり、

武器使用の歯止めをなくすような条文を潜り込ませようとするのなら、断じて認められな

い。 

 

 教育無償化も同様だ。無償化には賛成だが、憲法を改正しなくても、できることは多い。

そもそも旧民主党政権が実現した高校授業料の無償化に反対し、所得制限を設けて無償化

に背を向けたのは安倍自民党政権ではなかったか。ご都合主義にもほどがある。 

 

 憲法は主権者たる国民が権力を律するためにある。改正は、必要性を指摘する声が国民

から澎湃（ほうはい）と湧き上がることが前提のはずだ。 

 

 首相の発言は国民の代表たる国会で進められている憲法審査会の議論にも水を差す。自

民党総裁としての発言だとしても、首相に課せられた憲法尊重、擁護義務に反するのでは

ないか。 

 

 そもそも東京五輪が行われる二〇年と憲法改正は関係がない。内容は二の次で、自らの



在任中の改正実現を優先するのなら「改憲ありき」の批判は免れまい。 

 

【社説】 

憲法７０年に考える 大島大誓言が教えるもの 
東京新聞 2017 年 5 月 4 日 

  終戦後の一時期、日本から切り離されようとした伊豆大島で「暫定憲法」がつくられま

した。その基本原理は立憲主義と主権在民、そして平和主義です。 

 

 当時の伊豆大島の島民には「寝耳に水」だったことでしょう。 

 

 終戦翌年の一九四六年一月二十九日、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）は日本政府の行政権

限が及ぶ範囲を北海道、本州、四国、九州とその周辺の島々に限定する覚書を出しました。 

 

 北方四島や沖縄、奄美群島、小笠原諸島などが日本政府の管轄圏外とされましたが、そ

の中に伊豆の島々が含まれていたからです。 

 

◆平和主義と、主権在民と 

 

 その一方、伊豆諸島の大島については沖縄や奄美、小笠原など、ほかの島しょ部とは違

い、米軍による軍政が敷かれないことも明らかになります。当時の島民にとって残された

道は、日本からの「独立」しかありませんでした。 

 

 覚書からほどなく、当時、大島島内にあった六村の村長らが集まり、対応策を協議しま

す。 

 

 そこで出した結論が、島民の総意で「暫定憲法」に当たる「大誓言」を制定して議員を

選び、その議員で構成する議会が、憲法に当たる「大島憲章」を制定する、というもので

した。 

 

 大誓言は存在のみ分かっていましたが、長年不明のままでした。現在の東京都大島町の

郷土資料館の収蔵庫からガリ版刷りの全文やメモなど当時の資料が見つかったのは九七年

のことです。 

 

 大誓言は趣旨を記した前文と、政治形態に関する二十三の条文から成っています。まず

注目すべきは、前文で平和主義をうたっていることでしょう。 

 

 ＜よりて旺盛なる道義の心に徹し万邦和平の一端を負荷しここに島民相互厳に誓う＞

（現代仮名遣いに修正、以下同じ） 

 

◆「立憲主義」精神の表れ 

 

 そして、一条では＜大島の統治権は島民に在り＞と主権在民を掲げます。また、行政府

である「執政府」の不信任に関する投票を、議会が有権者に求める「リコール制」も盛り

込んでいます。 

 



 当時の日本政府が現行の日本国憲法となる「憲法改正草案」を発表したのが、この年の

四月十七日ですから、現行憲法の姿が見える前に、その先を行く進取的な内容をまとめて

いたのです。 

 

 大誓言を研究する憲法学者で名古屋学院大現代社会学部准教授の榎澤幸広さんは「大誓

言には権力を制限し、監視するという立憲主義の精神が表れています。この思想は近代憲

法の一番重要な部分です」と評価します。 

 

 大誓言の取りまとめは、大島六村の一つ、元村村長で、「島の新聞」を発行する元新聞記

者でもあった柳瀬善之助（一八九〇～一九六八年）が中心となり、大工で共産党員だった

雨宮政次郎（一九〇五～五二年）、三原山に自殺防止のための御神火茶屋をつくった高木久

太郎（一八九〇～一九五五年）らが協力します。 

 

 では、彼らはどうやって暫定憲法をつくったのでしょう。 

 

 

 終戦後、本土では新しい憲法の制定を目指す動きが活発でした。四五年十一月には共産

党の「新憲法の骨子」、十二月には民間の憲法研究会による「憲法草案要綱」が発表されて

います。 

 

 これらは新聞にも掲載され、大島にも船で届いていました。榎澤さんは「こうしたもの

を参考にした可能性はある」と話します。 

 

 しかし、それ以上に影響を与えたのが、離島という地理的な要因と戦争という時代的背

景です。 

 

 大島のような離島では戦前「島嶼（とうしょ）町村制」が敷かれていました。本土の町

村制とは違い、自治権や公民権を制限する差別的な制度です。本土で男子による普通選挙

が導入された後も、納税額による制限選挙が続いていました。 

 

 また、戦時下や終戦直後の島民の生活は、食糧や生活物資に乏しく、苦しいものでした。 

 

 榎澤さんは、柳瀬らがこうした状況を「反面教師」として、平和主義や主権在民の「大

島憲章」をつくろうとしたと推測します。 

 

◆先人たちの気概に学ぶ 

 

 大誓言は三月上旬にできましたが、二十二日にＧＨＱ指令が修正され、伊豆の島々は五

十三日目に日本の管轄圏内に復帰します。大島の独立は幻となり、大誓言はしばらく忘れ

去られていました。 

 

 しかし、大誓言の存在は、明治から昭和にかけて数多くつくられた私擬憲法とともに、

平和主義や主権在民が、日本人が自ら考え出した普遍的な結論であることを教えてくれま

す。決してＧＨＱの押し付けなどではありません。 

 

 今、時の政権の思惑で改憲論議が活発になり、立憲主義が蔑（ないがし）ろにされつつ

あります。だからこそ、自ら憲法をつくろうとした先人たちの気概に学ばねばと思うので



す。 

 


